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地層処分生物圏評価において対象とする期間は非常に長く，処分場からの核種が表層環境に到達する

時刻における表層環境や人間の生活様式を正確に予測し，モデル構築に反映することは困難である。

IAEA-TECDOC-1077 では，衣食住や人間活動といった人間の生活様式や，自然事象に起因する気候，

地形，植生，帯水層を含む水循環の変化が予測できる期間においては，実際の環境の特徴もしくは予測

できる範囲内での変化に基づくモデル構築が可能であるが，期間が遠い将来に及ぶ場合には，様式化さ

れた生物圏評価モデルが必要となることを述べている。このような場合，IAEA BIOMASS プロジェクト

で提唱された生物圏評価モデル構築のアプローチ（BIOMASS アプローチ）は，生物圏の不確実性への

対処の観点からも特に有効な手法となる。 
このことから，評価対象期間を，人間の生活様式の変化が予測できる期間（処分後 100 年程度まで），

自然事象に起因する水循環の変化が予測できる期間（処分後 1 万年程度まで），それ以降（処分後 1 万年

程度以降）に区分し，国内外における生物圏評価の考え方や進め方に関する現状把握を踏まえつつ，

OECD/NEA が示す安全評価の具体的な進め方や，BIOMASS アプローチにしたがって生物圏評価を行う

際に重要となると考えられる課題を整理した。 
また，すべての評価対象期間を通じて，効率的な評価を行うために，モデル構築およびパラメータ設

定の具体的な手順や，適切な情報を活用しパラメータ設定するためのデータベースを体系的に整備して

おくことも重要な課題である。 
上記の課題の整理を踏まえて，実際の環境条件およびその変遷を考慮した生物圏評価を行う際に重要

となると考えられる課題のうち，当面 5 ヵ年で原子力機構において重点的に実施する研究項目として以

下を設定し，具体的な検討の進め方を示した。 
① 表層環境における水理・物質移行の 3 次元解析結果や文献情報等に基づく生物圏評価モデル構築

の試行による，モデル構築フローの整備 
② 我が国の環境条件を反映した生物圏評価パラメータの設定に向けたデータベースの整備 
③ 長期的な変遷を考慮した生物圏評価の考え方の整理とモデル構築 
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As the biosphere assessment of geological disposal covers an extremely long time period, it is 
difficult to predict the future human environment and lifestyles. IAEA-TECDOC-1077 addresses 
that a stylized approach is proposed for selecting critical groups and biospheres in future situations 
where human behaviour or biosphere conditions cannot be known with any certainty, although it is 
possible to construct biosphere models based on the characteristics and evolution of the surface 
environment at the actual site in shorter time period. BIOMASS Methodology is especially effective 
for treating uncertainty of biosphere in these situations. 

To address the approaches of biosphere modelling, time period after closure of repository was 
divided;  

- period 0 to ca. 102 years post-closure, when evolution of human life style could be described; 
- approximately 102 years to 104 years post-closure, when major change of hydrological cycle 

caused by natural phenomena could be described; 
- beyond 104 years.  

Critical issues of biosphere modelling with the procedure of safety assessment by OECD/NEA 
and BIOMASS Methodology were specified through summarising the past progresses in domestic 
and foreign institutes. 

Additionally, it is important to develop the procedure of biosphere modelling and database for 
setting parameters for the use of appropriate information. 

Based on the critical issues specified, 5-year research plan on biosphere assessment were 
identified as follows; 

(1) Development of the methodology for constructing site-specific biosphere models through 
groundwater flow analysis in surface and near-surface environment and literature 
survey; 

(2) Development of biosphere database for setting domestic parameters; 
(3) Development of methodology for biosphere modelling considering future evolution of 

surface environment. 
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１．はじめに 

 

地層処分生物圏評価において対象とする期間は非常に長く，処分場からの核種が表層環境に到達する

時刻（例えば数万年や数十万年後）における表層環境や人間の生活様式を正確に予測し，モデル構築に

反映することは困難である。IAEA-TECDOC-1077（IAEA, 19991)）では，衣食住や人間活動といった人

間の生活様式や，自然事象に起因する気候，地形，植生，帯水層を含む水循環の変化が予測できる期間

においては，実際の環境の特徴もしくは予測できる範囲内での変化に基づくモデル構築が可能であるが，

期間が遠い将来に及ぶ場合には，様式化された生物圏評価モデルが必要となることを述べている。この

ような場合，IAEA BIOMASS プロジェクトで提唱された生物圏評価モデル構築のアプローチ（IAEA, 

20032)；以下，BIOMASS アプローチ）は，生物圏の不確実性への対処の観点からも特に有効な手法とな

る。 

このことから，評価対象期間を，人間の生活様式の変化が予測できる期間（処分後 100 年程度まで），

自然事象に起因する水循環の変化が予測できる期間（処分後 1 万年程度まで），それ以降（処分後 1 万年

程度以降）に区分し，国内外における生物圏評価の考え方や進め方に関する現状把握を踏まえつつ，

OECD/NEA が示す安全評価の具体的な進め方（OECD/NEA, 19913)）や，BIOMASS アプローチにした

がって生物圏評価を行う際に重要となると考えられる課題を整理した。 

まず，人間の生活様式の変化が予測できる期間（現在）においては，サイトにおける実際の表層環境

での水理・物質移行や存在形態や同位体比を考慮した環境中での核種移行，地域特有の生活習慣の把握

等と，それらの理解を踏まえたモデル構築およびパラメータ設定が必要となる。特に，帯水層での核種

の希釈や収着現象に関しては，実際の環境条件を考慮した具体的なモデル構築の試行等に基づき，生物

圏評価モデルに反映すべき現象とその方法を検討しておくことが重要である。 

次に，自然事象に起因する水循環の変化が予測できる期間（近い将来）においては，気候変動や隆起・

沈降運動に基づく表層環境の変遷や，環境の変遷に基づく核種移行挙動および環境条件／生活習慣の変

化に伴う人間の生活様式の変化の把握と，それらの理解を踏まえたモデル構築およびパラメータ設定が

必要となる。モデル構築においては，地質環境の長期安定性研究の成果等を踏まえた表層環境の状態設

定およびこれに基づくモデル化を行うことが可能である一方で，人間の生活様式の設定にあたっては，

その変遷が合理的に予測できないことから，環境条件や社会状況の変化を踏まえつつ，モダンアナログ

の考え方を適用することが有効な方法のひとつとなる。 

さらに，人間の生活様式や自然事象に起因する水循環の変化が予測できない期間（遠い将来）におい

ては，近い将来の表層環境条件の延長としてその変遷を捉えることや，蓋然性が高いと思われるいくつ

かの表層環境条件を仮定することにより，生物圏の状態設定を行い，合理的で保守的な評価（過小評価

でなく，過度に保守的な評価でない）のための様式化された生物圏評価モデルの構築を目指すことが重

要である。 

また，すべての評価対象期間を通じて，効率的な評価を行うために，モデル構築およびパラメータ設

定の具体的な手順や，適切な情報を活用しパラメータ設定するためのデータベースの整備が必要となる。

特にモデル構築およびパラメータ設定の手順に関しては，BIOMASS アプローチ等を参照し，実際の環
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境条件を反映したモデル構築の試行等を通じて，留意点等に関する知識を体系的に整備しておくことが

重要である。 

上記の課題の整理を踏まえて，実際の環境条件およびその変遷を考慮した生物圏評価を行う際に重要

となると考えられる課題のうち，当面 5 ヵ年で（独）日本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）に

おいて重点的に実施する研究項目として以下を設定し，具体的な検討の進め方を示した。 

 

④ 表層環境における水理・物質移行の 3 次元解析結果や文献情報等に基づく生物圏評価モデル構築

の試行による，モデル構築フローの整備 

⑤ 我が国の環境条件を反映した生物圏評価パラメータの設定に向けたデータベースの整備 

⑥ 長期的な変遷を考慮した生物圏評価の考え方の整理とモデル構築 

 

本報告書においては，第２章で，国内外の生物圏評価研究に関する検討状況を整理し，我が国の地層

処分生物圏評価を実施するうえで生じると考えられる課題を抽出した。これを踏まえて，第３章におい

ては，課題の重要度および優先度を考慮して，当面 5 ヵ年（平成 22 年度から平成 26 年度頃まで）で原

子力機構において実施する研究項目を特定して，研究の具体的な進め方を示した。 
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２．国内外の生物圏評価に関する検討状況の整理と課題の抽出 

 

２．１ 研究の背景 

我が国の地層処分の安全確保の方策としては，地層処分にとって適切な地質環境を選定し，そこに人

工バリア（ガラス固化体，オーバーパック，緩衝材から構成）や処分施設を適切に設計，施工すること

としている。また，この人工バリアおよびバリアとして機能する天然の地層（以下，天然バリア）から

なる地層処分システムに対して，長期的な安全性を確認するための安全評価が行われる。 

地層処分システムの安全評価の方法は，まず，地層処分システムが将来どのようにふるまい，それが

人間にどのような影響を与えるかについて，さまざまな可能性（以下，シナリオ）を想定する。次に，

作成したシナリオに沿って適切なモデルを作成し，必要なデータを用いて評価・解析を行う。この結果

を安全基準等の適切な防護レベルと比較することにより，地層処分システムの安全性が判断される。安

全評価のシナリオにおいては，処分場から流出した放射性核種（以下，核種）が人間の生活する環境に

到達することを想定しており，処分場の安全性を人間が受ける放射線量（以下，線量）として提示する

ことが求められている（例えば，原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会，19974)）。既往の安全

評価においては，特に，地下水により核種が人間環境に運ばれるという想定である「地下水シナリオ」

が重要であるとされている（例えば，核燃料サイクル開発機構，19995)）。 

線量の算出にあたっては，天然バリアから移行した核種の人間の生活環境での移行や人間への移行（被

ばく）をモデル化しており，この一連の流れを生物圏評価と呼ぶ。ここで生物圏とは，人間の生活環境

を指しており，河川，湖沼等の表層水，地表付近の土壌・地層，動植物等が含まれる。また，生物圏評

価における線量算出の対象とする生物は人間である。農作物や家畜，魚介類に関しては，経口摂取によ

る被ばく経路を与えるものとして存在するが，それ自体が受ける線量を生物圏評価における算出の対象

としない。なお，原子力安全委員会が示した「余裕深度処分の管理期間終了以後における安全評価に関

する考え方」（原子力安全委員会，2010a6)）においては，人間が生活し，処分場から放出された核種によ

る被ばくを受ける環境を「生活圏」と呼んでいる。地層処分における既往の検討では，“Biosphere”とい

う語の和訳として「生物圏」を用いているが，前述の定義のとおり，人間の生活環境とその周辺を指し

ていることから，余裕深度処分の安全評価でいうところの「生活圏」と同義である。 

現在，我が国の地層処分事業はサイト選定の段階にあり，例えば，原子力発電環境整備機構（2004）

7)では，「立地点の安全評価にあたっては，そのサイト環境条件やそれに応じて想定される処分場のデザ

インに適合したものとすることが必要である」ことが述べられている。また，安全規制の基本的な考え

方を示した図書においても，「処分地が持つ条件を適切に考慮し，評価モデルおよびパラメータを設定し

評価する」（原子力安全委員会 放射性廃棄物安全規制専門部会，20008)；総合資源エネルギー調査会原子

力安全・保安部会，20039)）ことが指摘されている。このことから，現段階の生物圏評価に係わる研究開

発においては，実際の環境条件が与えられた場合に，そこでの現象をモデルに取り込む手法や，優先的

に取得しておくべき重要な情報の一覧を整備しておくことが重要である。また，地層処分事業は長期に

わたって行われることから，評価手法および評価に用いるデータ等を複数の世代が有効活用できるよう，

体系的に整理して管理しておくことも重要である。 
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地層処分の安全評価は数万年以上といった極めて長い時間を対象としている。特に，生物圏は深地層

に比べてその変遷が大きいため，このような長期間にわたって将来の人間生活の環境や様式を予測する

ことは困難である。評価対象地域では，多様な生活習慣を持つ多くの人間が居住・活動するため，その

一人一人に対して地層処分に由来する線量を算出することは労力の点，および将来についての予測が困

難な点からも現実的ではない。また，生物圏を構成する要素およびそこでの被ばくプロセスを実際の現

象に即して記述することは非常に複雑であり，その全てを網羅的に扱うことは同様の理由で困難である。 

そのため，生物圏評価においては，サイトにおける実在の人間ではなく，評価対象地域の住民を代表

するような特徴を有する仮想的な人間を評価対象として想定する。また，生物圏のモデル化においては，

生物圏の状態を忠実に再現するのではなく，評価目的に見合うように適切に簡略化を行う。このような

作業を将来の状態を対象として行うため，生物圏評価ではその評価モデルを構築していく道筋で多くの

仮定が用いられることになる。このことを踏まえ，国際原子力機関（IAEA）が実施した放射性廃棄物処

分生物圏評価のための国際プロジェクト BIOMASS においては，将来予測の不確実性に対処するため， 

BIOMASS アプローチを提唱した（IAEA, 20032)）。BIOMASS アプローチでは，安全評価に用いる生物

圏を意味する「アセスメントバイオスフィア」を「処分場に起因する核種が生物圏に流入することによっ

て生じると考えられる放射線影響について，計算する基盤を与えるために必要な仮定の集合」と定義し

ている。この定義を生物圏評価モデルの構築に適用するにあたっては，表層環境での核種移行プロセス

とそこに住む人間が受ける被ばく経路を，サイト固有の情報に加えて，一般的な人間の生活習慣と生物

圏の状態に基づいて様式化（stylisation）するという手法が諸外国の生物圏評価においても採用されてい

る。なお，処分後の時間が長くなればなるほど，表層環境での核種移行や人間の生活様式に係わる不確

実性が増大することから，様式化された生物圏評価モデルを構築することの重要性が高まるとされてい

る（IAEA, 19991)）。 

さらに，BIOMASS アプローチにおいては，評価の前提条件に基づく生物圏の状態設定の方法につい

て，評価期間内での変遷を考慮するかどうか，考慮する場合には，初期状態の変化をどのように取り込

むか（システムの変遷を連続的に取り扱うか，離散的に取り扱うか）を明確にすることとしている（図

2.1-1）。 
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図 2.1-1 評価条件に基づき生物圏の状態を設定するためのステップ（IAEA, 20032)） 

 

また，BIOMASS では，地質環境と生物圏とのインターフェイス（Geosphere-biosphere interface；

以下，GBI）を天然バリアから放出された核種の移行先である生物圏との間に存在する核種を受け渡すモ

デル上の境界面と定義している。GBI は生物圏評価モデルにおいて核種が天然バリアから生物圏に放出

される入り口として設定され，一般的には，河川，河川堆積層，沿岸海域水，沿岸海域堆積層等が GBI

として扱われることが多い。実際に特定された場所において天然バリアから生物圏への核種移行を考え

た場合，天然バリアとみなされる岩盤と地表付近にある生物圏の間には帯水層 2-1)が存在し，そこでは天

然バリアとは異なる核種移行条件となることが予想される。最近の生物圏評価では，帯水層中での核種

の希釈等の効果が無視できないと考えられ，この部分も含めて，面ではなく大きさをもつ領域として GBI

とみなすことが多い。帯水層が GBI として設定された場合，帯水層での希釈水量や水資源としての利用

の有無によって，算出される線量が左右されることとなる。 

また，BIOMASS 終了後の欧米諸国による共同プロジェクトである BIOPROTA では，帯水層を含め

                                                  
2-1) 生物圏評価における「帯水層」とは，バリア機能の期待できない透水性の高い領域であり，天然バリアについては，

地下水が存在するが帯水層とは別な領域として扱う。 
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て GBI として設定されることを考慮して，Geosphere-biosphere interface zone（以下，GBIZ）という

用語も用いている（BIOPROTA, 200510)）。GBI（もしくは GBIZ）の特性を考慮して表層環境での核種

移行をモデル化し，GBI（GBIZ）の候補を絞り込むための手法を確立することは生物圏評価上非常に重

要な研究項目のひとつである。なお，原子力機構における生物圏評価研究においては，天然バリアとし

て機能する岩盤とそこに含まれる地下水を指す「地質環境」に対し，帯水層および人間の生活環境であ

る生物圏を併せて「表層環境」と呼んでいる。 

一方，一般的に生物圏評価においては，線量を算出するために数多くのパラメータを設定しており，

評価対象となるサイト固有の情報や，国際的な合意等，様々な情報に基づき設定される。数多くのパラ

メータを効率的に設定するためには，サイトで優先的に取得すべきパラメータを吟味するとともに，限

られた既存情報を有効に活用しつつ，生物圏評価パラメータを設定するための手法を整備しておくこと

が重要である。また，環境放射能研究等における既往の成果（土壌中や農作物中の核種移行挙動の解明

等）を参照し，生物圏評価パラメータを設定するにあたっての情報整理（データベースの整備），および

情報の検索，閲覧を簡便かつ迅速に行うことができるシステムの整備（情報検索・閲覧システムの整備）

も必要不可欠である。 

 

２．２ 研究の経緯 

これまでに核燃料サイクル開発機構（原子力機構の前身）は，核燃料サイクル開発機構（1999）5)（以

下，地層処分研究開発第 2 次取りまとめ），電気事業連合会・核燃料サイクル開発機構（2005）11)（以下，

第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発取りまとめ），核燃料サイクル開発機構（2005）12)（以下，平成 17 年

取りまとめ）において研究成果を公開した。また，原子力機構設立後は，第 1 期中期計画期間における

研究成果を適宜研究開発報告書等として公開した。以上の文書に公開した，核燃料サイクル開発機構お

よび原子力機構において実施した生物圏評価研究の経緯を以下に整理する。 

 

２．２．１ 地層処分研究開発第 2 次取りまとめ 

地層処分研究開発第 2 次取りまとめにおいては，BIOMASS アプローチを参考に，我が国の多様な

表層環境や生活様式等を考慮して，将来においても現在と同様の生活様式が継続することを仮定し，

種々の核種移行／被ばく経路，被ばくの様式を想定した。この想定に基づき，核種移行／被ばくによる

影響を評価するモデルを構築し，定量的な評価を行った。 

具体的には，我が国の一般的な地形（平野，丘陵，山地）を対象に，陸水系・海水系それぞれの地下

水を考慮した場合の GBI として，表層水系（河川，湖沼），井戸，海を想定して，天然バリアから放出さ

れた核種が生物圏内を移行し，人間に至る経路を設定して，処分場に起因して受ける線量を算出した。

なお，天然バリアから生物圏に核種が放出される場合には，帯水層での希釈や収着による核種の移行遅

延を考慮せず，GBI に全量が放出されることを想定した。レファレンスケースとして想定した GBI を河

川水とした生物圏評価の概念モデルを図 2.2-1 に示す。 

また，線量を算出する際に用いるパラメータのうち，環境条件および生活様式（河川流量や灌漑水量，

食物摂取量等）に関連する我が国固有の統計値を有するものに関しては，我が国の一般的な状況を表す
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値としてそれらを使用した。また，半減期や実効線量係数等の国際的に合意が得られているものに関し

ては，国際放射線防護委員会（ICRP）等の推奨する値を使用した。さらに，土壌への分配係数や農作物

への移行係数，畜産物・海産物への濃縮係数等，元素や品目に固有のパラメータ（以下，元素固有パラ

メータ）に関しては，地層処分研究開発第 2 次取りまとめ段階では，我が国のデータが十分に整備され

ていなかったことから，諸外国の性能評価報告書等で用いられている値を中心に引用した。 

 

 

図 2.2-1 地層処分第 2次取りまとめレファレンスケースにおける生物圏評価の概念モデル 

（核燃料サイクル開発機構（1999）5)をもとに作成） 

 

２．２．２ 平成 17 年取りまとめ 

平成 17 年取りまとめでは，地層処分研究開発第 2 次取りまとめでの，ジェネリックな環境を対象とし

た検討を踏まえ，実際の処分場サイトが特定された場合に，その表層環境の特徴に対応可能となる生物

圏評価モデルとパラメータを体系的に整備することを目的として，これまで考慮しなかった帯水層等の

表層環境での水理・物質移行に着目し，その現象の生物圏評価への取り込みに向けて，地下深部から利

水環境への地下水の放出地点の推定に係る考え方とその調査段階に応じた変遷を整理した。 

また，多数の生物圏評価パラメータの中から重要度の高いパラメータを特定するための手順を構築し，

その適用により河川流量や分配係数，農作物への移行係数等の重要性を特定することでデータの充足度
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等の分析を効率的に実施できるようになった。 

表層環境の時間的変遷に関しては，地層処分研究開発第 2 次取りまとめでの現在の温暖気候が継続す

るという想定に対して，気候変動により現在と異なる冷帯気候やツンドラ気候になった場合の影響を考

慮するための簡便な生物圏モデル化手法として，降水量の減少に着目し，灌漑水量，浸透／流出量，食

物摂取のパラメータを変更することで取り扱う方法を構築した。その結果，温暖気候の場合に比べてほ

とんどの核種において処分場からの核種移行率を人間が受ける線量に換算する係数（以下，線量への換

算係数）が低下する傾向にあること，また，それが灌漑水量や浸透／流出量の減少による表面土壌中の

核種濃度の減少に関係することを示した。 

 

２．２．３ 第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発取りまとめ 

TRU 廃棄物処分第 2 次取りまとめにおいては，地層処分研究開発第 2 次取りまとめでの検討を踏まえ，

我が国の幅広い表層環境を考慮して，TRU 廃棄物処分対象核種を含めた評価を行うとともに，気候変動

による影響を生物圏モデルに取り入れた場合，その影響がどの程度のものとなるかを把握することを目

的として，冷帯気候とツンドラ気候のふたつの気候状態を想定して生物圏モデルを構築し，評価を実施

した（鈴木ほか，200613)）。 

 

２．２．４ 原子力機構第 1 期中期計画期間（平成 17 年度下期から平成 21 年度まで） 

帯水層等の表層環境での水理・物質移行の現象の生物圏評価への取り込みに関連して，利水環境での

希釈・分散効果の評価において基本的な情報となる水収支の推定に必要なデータ一覧の整理を行った（稲

垣ほか，200714)）。さらに，平成 17 年取りまとめ以降の検討を踏まえたより具体的な検討として，将来

的な感度解析への利用を目的に，モデルサイトとして選定された地域の表層環境における物質移行解析

を試行し，いくつかのパラメータ値を変えて計算される濃度分布に与える影響を検討した。また，表層

環境における水理解析による計算結果を生物圏評価モデルへの入力値として利用するために，河川・湖

沼・海域等への地下水および物質の流出入量が求められるようなモデル設定・境界条件について明らか

にした（板津ほか，2009a15)）。 

生物圏評価パラメータの設定については，感度解析的手法等を導入したパラメータの重要度分類を実

施（加藤，鈴木，200816)）するとともに，その成果をパラメータ設定手順の検討に反映し，パラメータ

の重要度，データベースの整備状況，データ入手可能性等を考慮しつつ特定の環境条件に対応したパラ

メータを設定する実用的な手順（図 2.2-2）を構築した。これを地層処分研究開発第 2 次取りまとめで用

いた生物圏評価パラメータセットに対して適用することで，今後更新が必要となるパラメータを明らか

にした（Kato and Suzuki, 200717)；Kato et al., 200918)）。また，更新が必要なパラメータに関しては，

更新に用いることが可能な既存情報を整理（データベース化を含む）するために，「高レベル放射性廃棄

物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画」（資源エネルギー庁，日本原子力研究開発機構，2006a19), 

2009a20)）の枠組みに沿って（独）放射線医学総合研究所と協力しつつ，我が国で取得されたデータを反

映した新たなデータベース整備のための手順を示し（加藤ほか，200921)），これに基づき作業に着手した。 

さらに，上記の表層環境での水理・物質移行の取り扱いや生物圏評価パラメータの設定を含めた，実
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際の環境条件を反映した生物圏評価モデル構築のための総合的な作業フローを作成するとともに，フ

ローに示される各作業の実施に利用可能な文献・統計等の情報項目を整理した（板津ほか，2009b22)；図

2.2-3）。なお，原子力機構では，様々な地質環境条件に応じて計画立案，調査，モデル化を柔軟に実施し，

状況変化に応じてこれらを変更できるための「判断支援エキスパートシステム（ES）」が搭載されている

「次世代型サイト特性調査情報統合システム（ISIS）」を開発してきた（日本原子力研究開発機構，201023)）。

このシステムには，地層処分性能評価に用いられる地質構造，地球化学等の評価モデルを構築するため

の作業フローが作成されており，生物圏評価モデル構築のための作業フローについても，その一連とし

て検討したものである。 

 

 

図 2.2-2 実際の表層環境の特徴を考慮した生物圏評価パラメータの設定フロー（Kato et al., 200918）

を和訳） 
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図 2.2-3 実際の表層環境の特徴を反映した生物圏評価モデル構築のための作業フロー（板津ほか，

2009b22）を一部改訂） 

 

２．３ 国内外における検討 

２．３．１ 余裕深度処分における安全評価 

原子力安全委員会は，「余裕深度処分の管理期間終了以後における安全評価に関する考え方」（原子力

安全委員会，2010a6)）において，表流水流動および将来における人間の生活圏の状態設定の考え方を示

している。これを受けて，「放射性廃棄物埋設施設の安全審査の基本的考え方」を改訂し（原子力安全委

員会，2010b24)），生活環境の状態設定として，被ばく経路ごとに「最大の被ばくを受けると合理的に想

定される個人」を評価対象とし，それらの様式化を求めている。ここでの様式化は，様式化のための前

提条件を含めて，「生活圏における将来の人間の生活様式を，現在の評価対象地点周辺の関連する情報の

ほか，現在の我が国で一般的な生活様式を考慮して設定することをいう。」と定義されている（原子力安

全委員会，2010a6)）。 

また，埋設処分事業における検討としては，原子力安全委員会の要求（原子力安全委員会，2010b24)）

に対応した生活環境の状態設定について考察されている（清水ほか，201025)）。各個人の生活様式の設定

にあたっては，評価対象とする期間において想定される気候の変動が，生活習慣や食生活に著しい変化

を与える可能性がある場合は，その変化をできるだけ確からしく記述するか，線量評価の結果が合理的

に保守的となるように様式化すべきと考えられるとしている。この考え方は，BIOMASS アプローチを

ベースとしていると言える。 
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サイトでのデータ取得
に関する提案

データ収集

解析作業

設定作業

凡例

Yes

No

地質構造推定

地下水位・表層水流動推定

FeedBack

別の評価作業に
よる検討結果

次の調査段階
（概要調査段階）

妥当性確認

広域地下水流動
との整合性確認
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また，将来の人間の生活様式の具体的な考え方としては，「埋設処分の安全評価の目的が現世代との相

対的衡量にあることに着目し，生活圏の構成要素のうち将来の人間の生活様式については，現世代に対

する安全評価において設定されている現世代のそれを前提にすることがもっとも適切とされている」と

している（原子力安全委員会，2010a6)）。 

 

２．３．２ 諸外国における状況 

諸外国の性能評価においては，ICRP や IAEA が示す原則等に基づき，安全基準・指針類における規定

内容を定めている。また，その規程内容に基づき，生物圏の状態（将来的な変遷を考慮する場合にはそ

れを含む）を設定している。特に，北欧（スウェーデン，フィンランド）では，処分場サイトが選定さ

れ，サイトの特徴を考慮した生物圏評価手法の構築に関する検討が進んでいる。 

例えば，スウェーデンの SR-Can プロジェクト（SKB, 2006a26)）では，処分場候補地（当時）の Forsmark, 

Laxemar のサイトの状況を調査し，氷期－間氷期サイクルに伴う気候の変動を考慮して，期間ごとの生

物圏の変遷とそれに伴う人間活動の変化を想定し，生物圏の状態として記述している（SKB, 2006b27), 

2006c28)）。また，生物圏評価を目的とした表層水理解析としては，スウェーデンの Forsmark について

実施されたパーティクルトラッキングおよび移流分散解析の例がある（Gustafsson et al., 200829)）。そ

こでは，現況のサイト情報を用いて，解析地域における核種移行の特徴や分散・吸着の影響等について

検討された。 

フィンランドでは，さらに時間的変遷についてのモデル化をすすめ，土地の隆起や気候変動を考慮し

て地形と環境の変化を動的に扱う TESM（Terrain and ecosystems development modelling）の手法に

より，モデル地域の時間的変遷モデルを予測した（Hjerpe, et al.,201030)）。さらに，この結果から生物

圏評価における核種移行計算に用いる時間的変遷を考慮した LSM(Landscape model)を作成し，1 万年

後までの生物圏評価を行っている。一方，パラメータ設定に関しては，SR-Can プロジェクトと同様，元

素（核種）の特性に依存しない，水理学的パラメータや生態系に関するパラメータの設定には，処分場

サイトの特徴を反映したデータを用いることが記述されている。元素（核種）の特性に依存するパラメー

タ（元素固有パラメータ）に関しては，分配係数や農作物への移行係数，畜産物および海産物への濃縮

係数を挙げており，IAEA の技術報告書等に記載されたデータをまとめた既往の文献（例えば，Karlsson 

and Bergström, 200231); Avila, 200632)）から設定している。 

なお，C-14 の生物圏での移行に関しては，比放射能モデルを用いており，他の核種とは分けてモデル

化されている。具体的には，炭素が二酸化炭素等のガス状で移行することや，動植物中に安定元素が含

まれるため同位体希釈が行われることを考慮したものである（Hjerpe, et al., 201030)）。 

さらに，安全評価において，地層処分に起因して人間が受ける線量を算出するにあたっては，ICRP が

提唱する放射線防護の考え方を適用している。特に，ICRP の勧告には，決定グループの考え方について

以下の記述がある。 

 

「決定グループの大きさは，通常数十人である。大きな集団が均質に被ばくするような場合は，決定グ

ループはもっと大きくなるかもしれない。極端な場合，例えば詳細に特徴づけることができないよう
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な将来の状況を取扱う際，一人の仮想的な個人として決定グループを定義することが便利なこともあ

る。（Publication 43; ICRP, 198533)，日本アイソトープ協会，198634)）」 

 

「委員会は Publication 43 (ICRP, 198533)) における被ばく評価についての勧告が 一般的ガイダンスと

してあてはまると考えている。したがって委員会は，被ばくは決定グループにおける平均年線量に基

づいて評価されるべきであると引き続き勧告する。決定グループとは，最高の年線量を受けると予想

される集団における個人を代表する人々のグループであり，年齢，飲食物，および受ける年線量に影

響する行動という観点からみて比較的均質であるように十分小さいグループである。（Publication 81; 

ICRP, 199835)，日本アイソトープ協会，200036)）」 

 

つまり，決定グループとは，最も高い年線量を受けると予想される評価対象地域における住民のなか

の個々人を表す人間のグループ（人数規模としては数十人程度，大きな集団が均質に被ばくするような

場合はもっと大きな集団も考慮可能；ICRP, 198533)）であり，放射性廃棄物処分の安全評価においては，

行動様式等の点から見た比較的均質なグループを被ばくグループとして複数設定し，これら被ばくグ

ループの中で最も高い年線量を受けると予想されるグループを決定グループとして定義していることが

多い。なお，ICRP2007 年勧告（Publication 103; ICRP, 200737)）では「代表的個人」の概念を使用して

いる。「代表的個人」とは，最も高い線量に被ばくする人々を代表する少数の個人と定義されている。こ

れは，グループから個人という人数の変化の問題ではなく，極端なものを排除したいとの意向から設定

された概念であることから，上記の被ばくグループの概念が大きく変わるものではない。 

以上を整理すると，諸外国の性能評価においては，実際のサイトの環境条件に関する知見に基づき，

表層環境および被ばくグループ／人間の生活様式を設定していることが示されている。将来的な変遷に

関しては，地形の変化等による生物圏構成要素および核種移行プロセスの変遷や，人間の生活様式の変

化について，現在の知見に基づく範囲で変遷を考慮するという事例も見られた。また，パラメータ設定

に関しては，特に処分場サイトの特徴を反映すべきである水理学的および生態学的等の知見に基づくパ

ラメータに関しては，現地で取得されたデータに基づき設定される一方で，元素固有パラメータに関し

ては，既往の情報を有効活用しつつ，処分場サイトの環境の特徴を反映したパラメータ設定を進めてい

ることが示されている。 

 

２．４ 生物圏評価の具体的な進め方と課題の認識 

国内および海外における先行事例においては，サイトを特定しないジェネリックな評価手法をもとに，

サイトの特徴を反映した生物圏評価のために必要な項目を課題として挙げ，評価手法の確立のための研

究が行われている。特に，処分場サイトが選定されている北欧では，サイトを特定しない段階において

は情報の設定が困難であった将来的な表層環境の変遷や水理現象等について，より具体的にそれらの情

報を反映した生物圏評価が実施されている。また，原子力機構における既往の生物圏評価研究において

は，サイトを特定せず我が国における多様な地表および地質環境条件に基づいて生物圏の評価解析ケー

スを想定し，その評価に必要な個々の関連する現象の取り扱いの考え方やモデル・データセットを中心
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に整備している。また，環境の変遷（例えば，気候変動）による影響を考慮したシナリオを例示的に検

討しつつ，希釈などの効果に大きく係わる実際のサイト条件に応じて核種流入域を設定するための手法

など，サイトが特定された場合に必要となる評価手法の整備についても適宜実施している。 

なお，生物圏評価では，処分場から放出された核種が表層環境に到達した際に，そこで生活する人間

が受ける放射線影響を評価する。処分場由来の核種が表層環境に到達するまでには非常に長い時間がか

かることから，評価対象期間は将来となり，環境条件が現在と異なることに対して，採用した評価手法

が適切であることについて説明をする必要がある。このためには，時間変化を考慮した際の影響を把握

しておくことが必要であることから，この評価手法の確立には，環境の時間的変遷を考慮する技術とと

もに与えられた環境条件における評価を可能とする技術が必要になる。後者の技術については，現状に

おけるサイトのできるだけ詳細な情報を用いて評価を試行するアプローチを採る。このアプローチは，

時間的変遷を考慮する際の出発点となる情報を与えるとともに，環境の変化が核種の移行挙動に与える

影響を考慮する際の拠り所となる情報を与えるものである。また，現在は地下水移行シナリオに関する

手法が主な研究対象となっているが，これと並行して他のシナリオにおける手法に関する検討も始める

必要がある。 

以上の整理を踏まえて，具体的な地質環境が与えられた場合には，サイトに依存する特性を生物圏評

価モデルおよびデータ設定にいかに反映させるかについて検討するとともに，長期にわたる評価に対応

できるよう，将来の表層環境における変遷を考慮した場合や，超長期の評価において考慮すべき安全指

標や基準等に関する国際的な考え方（IAEA, 200638)）に基づき，生物圏評価を実施できるようにしてお

くことが要求されると考える。これらを念頭に置きつつ，生物圏評価研究に必要な研究項目を，実際の

生物圏評価の進め方に従って抽出することとする。そこで，一般的な方法論に従った具体的な安全評価

の進め方（OECD/NEA, 19913)）を参考に，評価条件の設定，システムの理解（モデル構築にあたって必

要となる生物圏における核種の移行挙動および人間の生活様式に関する自然および社会システムの理

解），モデル構築／パラメータ設定の観点から，項目毎に課題を抽出することとする。なお，本節では，

上記の観点から生物圏評価の進め方とこれに関わる課題を広く取り上げることとする。ここに挙げた課

題のうち，優先度が高く，原子力機構において性能評価の一環として実施すべきものについて，5 ヵ年計

画における課題として，具体的な研究の進め方を次章で示すこととする。 

なお，地層処分研究開発第 2 次取りまとめでは，処分場から放出された核種が表層環境に到達し，人

間に放射線影響を与えるのは，処分後数万年から数十万年後であるとされている。したがって，その時

点までには，気候変動や隆起・侵食に伴い表層環境が変遷し，それに伴う人間活動や生活習慣の変化が

生じることが想定される。しかしながら，衣食住や人間活動といった人間の生活様式の変化が想定でき

るのはせいぜい 100 年程度，自然事象に起因する気候，地形，植生，帯水層を含む水循環の変化が予測

できるのはせいぜい 1 万年程度であり（IAEA, 199439), 19991)），超長期にわたる予測には大きな不確実

性が含まれることとなる。そこで，評価対象期間を「現在（処分後 100 年程）」「近い将来（処分後 1 万

年程度）」「遠い将来（処分後 1 万年以降）」という３つの軸に分け，それぞれの期間において生物圏評価

の方法や評価結果の取り扱いに関する異なるアプローチを採ることを想定し，生物圏の状態設定やモデ

ル構築／パラメータ設定に関する留意点や課題を評価対象期間ごとに整理しておく必要がある。評価対
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象期間ごとのシステムの理解およびモデル構築／パラメータ設定の具体的な進め方と課題については，

２．４．２および２．４．３において述べる。 

 

２．４．１ 評価条件の設定 

(1) 評価対象期間ごとの生物圏の取り扱い 

将来の変遷に関しては，過去から現在への地質環境の変遷に関する記述に基づき，将来の変遷に関す

る外挿を行うとともに，評価の前提として，人間の存在が将来まで続くことを仮定して人間が受ける線

量を算出することとしている（例えば，SKB, 2006a26)）。自然事象に起因する表層環境の変化に関しては，

地質環境の長期安定性研究の成果を参照することにより，1 万年程度までは，気候変化や地形変化をより

現実的に想定した評価が可能となるが，それを超える期間については，気候変化や地形変化の「予測」

結果をそのまま評価に適用することは困難であると考えられる。そのため，長期の評価においては，想

定されうる代表的な気候条件や地形条件を踏まえ，これらの蓋然性の高い組み合わせによる表層環境の

想定と予想される複数の経路の可能性について検討を行う必要がある。これらの想定を踏まえて，線量

評価結果の上下限を押さえる手法や，調査の進展によっては複数の経路の重ね合わせ等の統計的な方法

の適用による評価結果の提示方法が必要となる。 

 

(2)生物圏評価における不確実性の取り扱い 

評価における不確実性の取り扱いは評価結果の信頼性に影響を与える。特に生物圏評価における不確

実性は，評価結果である線量に直接的な影響を与えることから，不確実性の取り扱いについて予め整理

しておき，実際に評価結果を提示する場合には，併せて結果の不確実性についての見解を示すことがで

きるようにしておく必要がある。不確実性の取り扱いに関しては，国際的にも課題として認識されてお

り，様々なアプローチが検討・議論されているところである。 

そこで，不確実性の取り扱いに関するアプローチの端緒として，評価対象期間（現在，近い将来，遠

い将来）ごとに，不確実性の要因，不確実性の表現方法，不確実性の生物圏評価への反映方法，につい

てそれぞれ考え得る項目を列挙し，整理する必要がある。このような分類は，不確実性はその要因が評

価方法により異なり，要因に伴って表現方法が変わること，また，最終的には複数の要因による不確実

性をまとめて生物圏評価に対して反映させることが求められることによる。 

例えば，現在の表層環境条件に基づく生物圏評価における不確実性の要因，表現方法，生物圏評価へ

の反映方法としては，以下のような点が例として挙げられる。 

 

a)不確実性の要因 

• 物性値の空間的なばらつき 

• 測定箇所のかたより 

• 解析における誤差 

b)不確実性の表現方法 

• 確率密度関数を用いたデータ数値の表現 
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• 専門家の判断によるデータ数値の上下限値の提示 

c)生物圏評価への反映方法 

• 確率密度関数による線量の提示 

• 線量の上下限値の提示 

 

上記の観点から，生物圏評価におけるシステムの理解やモデル構築／パラメータ設定等の具体的な取

り組みを通じて，評価対象期間ごとの不確実性の取り扱いを整理しておくことが重要である。 

 

２．４．２ システムの理解 

(1) 現在の表層環境条件に基づくシステムの理解 

生物圏評価においては，地表水（河川水・湖沼水等）・海水における核種の挙動について簡易化が図ら

れ，例えば，生物圏コンパートメントモデルにおいては，地表水・海水コンパートメントに移行した核

種については，比較的短時間で水中を拡散して濃度が低くなることを前提し，コンパートメントへの移

行と同時に設定した一定水量で希釈されるとすることが多い。このような簡易化された方法に対し，評

価の信頼性を確保するうえで，地下水と地表水・海水との水・物質移行プロセス，さらに地表水・海水

中における水・物質移行プロセスに対する理解が必要になると考えられる。  

実際にサイトが特定された場合は，河川や湖沼において局所的に物質が停滞するような流速の遅い箇

所が発生するか，地下水から地表水・海水への物質流出域および流入域はどのように分布するか，また，

水域に移行したあとの物質の拡散速度はどの程度か等を水・物質移行プロセスにおける個々の現象を検

討したうえで，コンパートメントにおける設定を行うことが望ましい。また，沿岸域の生物圏評価にお

いて感潮河川（潮汐の影響を受ける河川）がある場合，測定される河川流量が不正確で水収支に使えな

いようなケースも想定される。 

そのため，このような水・物質移行プロセスにおいて，生物圏評価の観点から問題となりそうな現象

を抽出し，研究成果の現状を整理しておくとともに，その対処法を予め検討しておくことは有用である。 

また，地層処分研究開発第 2 次取りまとめ等においては，地下水シナリオを主体として，すべての評

価対象核種が地下水を媒体として生物圏に流入し，表層環境中を移行して，人間に到達する経路を想定

した。しかしながら，余裕深度処分安全評価において考慮されているような土地利用およびガス移行シ

ナリオを考慮する場合には，ガス状で環境中を移行し，吸入による被ばく等を主な経路とする核種を想

定する必要がある。また，C-14 や Cl-36 は環境中を気体状で移行することから，地下水シナリオにおけ

る核種移行モデルとは異なるモデル体系で評価する必要があるとの前提に立ち，例えば，BIOPROTA に

おいては，これら核種の環境中移行に関する各国のモデルの比較等が行われている（Sheppard and 

Thorne, 200540)）。BIOPROTA の検討では，C-14 に関しては，多くの生物圏評価モデルで対象としてい

る河川や湖沼等の表層水や井戸，海洋，人間が居住する土壌のみならず，大気や森林等を含む生態系全

体をモデル化の対象領域としており，植物による二酸化炭素の取り込み／放出等を考慮する必要がある

としている。ガス状での核種移行（地下水によって生物圏にもたらされた核種が地表で揮発するといっ

た現象を含む）に関しては，これまでの地層処分生物圏評価においては考慮していないことから，この
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ような移行経路を設定する必要が生じた場合に必要な，核種の挙動について把握しておく必要がある。

一方，C-14 や I-129 等，自然界に安定元素が多く存在する核種に関しては，植物への核種の取り込みの

際の同位体希釈の影響が指摘されている（資源エネルギー庁，日本原子力研究開発機構，2006b41), 

2009b42)）ことから，地層処分研究開発第 2 次取りまとめで取り扱ったような，移行係数に基づく核種移

行モデルの是非を議論する必要があることが言われている。 

さらに，被ばく経路の抽出に関しては，国際放射線防護委員会（ICRP）が提唱する放射線防護の考え

方等を踏まえたうえで，地域の特徴を反映した被ばくグループを抽出し，被ばく経路を漏れなく抽出す

ることが求められる。１．４で述べたとおり，人間の生活様式については，100 年先の予測も困難である

ものと考えられている。しかしながら，種としての人類が極端に変貌するとは考えにくく，個人の活動

に必須となる水や熱量の摂取量の変動は，現存の人類のそれと同等と仮定することは不合理ではないと

考えられる（原子力安全委員会 原子力バックエンド対策専門部会，19974)）。このことから，まずは，諸

外国での検討や BIOMASS のアプローチ等を参照し，現世代の人々の生活習慣や活動の様式を踏まえて，

サイトの特徴を考慮した生物圏評価において考慮すべき項目（被ばく経路設定と，モデル構築およびパ

ラメータ設定に必要な情報とそのソース）を整理し，被ばく経路を抽出するための方法論を構築するこ

とが重要である。また，サイトの特徴を踏まえつつ，評価において考慮すべき被ばくグループの種類と

その大きさを設定し，その中から，決定グループを抽出するための考え方を整理しておくことも肝要で

ある。 

また，再処理施設の平常時の線量評価等においては，評価対象となる地域における住民の生活習慣に

関しては，地域における栄養調査等に基づいて設定が行われている。例えば，「再処理事業所 再処理事

業指定申請書」（日本原燃株式会社，198943)）で引用された「六ヶ所村の社会環境調査結果報告書」（日

本エヌ・ユー・エス株式会社，199044)）では，図書館や役場が所有する統計資料の調査に加えて，アン

ケート調査により社会・環境データの調査・収集が行われている（原子力安全基盤機構，200645)）。この

ような調査に基づくことで，評価対象地域における食物摂取量等を設定するだけでなく，地域特有の被

ばく経路を抽出することも可能になると考える。したがって，現地における調査（統計資料調査，アン

ケート調査）において，地域の特徴を反映した生活習慣を特定するための調査方法を整理しておく必要

がある。 

以上のことを踏まえて，現在の表層環境条件に基づくシステムの理解に関わる課題としては，以下の

ものが挙げられる。 

 

• 生物圏評価の観点からの地下水と地表水・海水，および地表水・海水中の水・物質移行プロセスの

検討 

• ガス状で移行する核種の移行 

• 核種の存在形態の違いや同位体の存在が環境での核種移行挙動に与える影響の把握 

• 決定グループ／被ばくグループの考え方の整理 

• 地域特有の生活習慣（特別な食習慣等）の把握 
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(2) 近い将来の表層環境条件を想定したシステムの理解 

高レベル放射性廃棄物の地層処分は，深地層に処分された放射性廃棄物に含まれる放射性核種が地表

まで移行し，人間に影響を与えうるまでの期間が極めて長いという特徴を有している。そのため，安全

評価においては長期の処分環境の時間的変遷に関して何らかの対処が必要となる。 

特に，生物圏評価においては，深地層で想定される緩慢な処分環境の変化に比較して，人間の生活様

式のように，短期間においてもその変化が予想し難いものも含まれる。したがって，概要調査地区が選

定され現地での調査が進められたとしても，そこで取得されたデータは将来的に変動することが容易に

想像できることから，それらを直接用いた安全評価は，時間的変遷による変動を網羅的に考慮したもの

ではない。 

環境の時間的変遷を考慮した生物圏評価モデルの構築にあたっては，サイトにおける地形変化や気候

変動等の推定に関する情報を参照して，表層環境の変遷を適切に記述する必要がある。また， BIOMASS

アプローチの中で，評価条件に基づく生物圏の状態をどのように設定するかという観点から，変遷の取

り扱い（連続的に捉えるか，非連続的に捉えるか）についても言及されている。このような表層環境の

時間的変遷は，国内では具体的に扱われておらず，その推移を記述するための生物圏の状態の捉え方を

検討しておくことは重要である。 

生物圏評価における将来変遷予測においては，地形，地質の状態とともに水文的環境（地下水位，河

川，湖沼，海岸線分布等）に関する三次元的な予測結果が必要になる。このような予測には，気候変動

（海水準，降水量，気温変動等），隆起・沈降運動の予測値をもとに，それらが地形，地質および水循

環の変化を引き起こすメカニズムを理解しておく必要がある。ここで，重要となる現象として，与えら

れた地形，降水量，河川流量等の条件にもとづく降水，河川水，海水による侵食・堆積が挙げられる。

この侵食・堆積現象は，斜面，河川地形，海底地形等の変化を引き起こし，細かい地形の凹凸を決める

ことになる。この他に，降水の流出率（降水量と河川流量の比）に影響を与える降水浸透能の土壌・植

生条件よる変化，気候変動が引き起こす土壌・植生条件の変化，また，これらの現象によって引き起こ

される河川，湖沼分布の変化等が重要な現象として挙げられる。さらに気候変動が核種移行に及ぼす影

響として，土壌への分配係数および植物への移行係数がどのように変動するかについての知見が必要に

なる。 

なお，治山，ダム工事，潮受け堤防工事等の将来の人間活動が，表層環境に対して天然現象と同様の

影響を与える場合も考えられる。このことについても，可能な範囲で表層環境への影響について類型化

しておくことが必要である。 

また，被ばく経路を設定する際の人間の生活習慣や活動の様式に関しては，地層処分安全評価の目的

において，将来の生物圏の状態をどのように想定するかということを考慮したうえで，人間の生活習慣

や活動の変遷を想定する必要があるかどうかを判断するとともに，想定する場合には変遷の記述方法に

ついて検討する必要がある。 

以上のことを踏まえて，近い将来の表層環境条件を想定したシステムの理解に関わる課題としては，

以下のものが挙げられる。 

 



JAEA-Review 2010-075 

－18－ 

• 気候変動，隆起・沈降運動の予測データの収集・整理 

• 与えられた条件における侵食・堆積量の予測 

• 土壌・植生条件と降水浸透能の関係の把握 

• 気候変動による土壌の性質／植生の変化の把握（温度，地下水位等との関係；耕作植物よび自生植

物） 

• 地形・地下水位，河川・湖沼の流動特性の変化による河川，湖沼分布の変化予測 

• 気候変動による土壌への分配係数／植物への移行係数の変動（温度等との関係） 

• 環境条件／社会状況の変化に伴う人間の生活様式の変化の把握（モダンアナログの適用） 

 

(3) 遠い将来の表層環境条件を想定したシステムの理解 

遠い将来に関しては，人間の生活様式の変化はもちろんのこと，表層環境の変遷に関しても，過去か

らの外挿による予測の範囲を超えることから，(2)で述べた近い将来の表層環境条件の延長としてその変

遷を捉えたうえで，様式化された生物圏評価モデルを構築するために必要となるシステムの状態を設

定・記述する必要がある。 

 

２．４．３ モデル構築／パラメータ設定 

(1) 現在の表層環境条件に基づくモデル構築／パラメータ設定 

地層処分研究開発第 2 次取りまとめにおける天然バリアからの核種の移行では，帯水層での分散によ

る希釈，地層への収着等を考慮せず，河川に全量が流入することを想定した。しかし，帯水層中での核

種の希釈，収着現象を考慮しないこと，および全量を一つの生物圏構成要素に流入させることは，シナ

リオによっては，必ずしも保守的に作用しない可能性や過度に保守的に作用する可能性がある。そのた

め，実際に特定されたサイトにおいて天然バリアから生物圏への核種移行を考える場合，核種の希釈，

収着等の現象を考慮して，河川・海域等といった各生物圏構成要素への地下水および核種の流出入量を

定量的に扱い，その結果を生物圏評価モデルに適用することが求められる。その場合，河川・海域等と

いった各生物圏構成要素への地下水および核種流出入量を定量的に扱える表層環境における水理・物質

移行モデルを作成し，その解析結果を評価に利用することになる。 

この「生物圏評価モデルへの適用」という条件が解析に課せられるため，ベースとして用いる通常の

地下水汚染における解析手法に対して，モデルの設定や解析結果の処理，分散現象の解析手法，分散長

の取り扱い等について新たに解決すべき技術的な課題が発生する。また，生物圏コンパートメントモデ

ルを設定する際には，従来は考慮されていなかった水理・物質移行結果や土地利用条件等をサイト固有

の情報を利用することが求められる。このような課題については，適宜選定した課題検討のためのサイ

トを例としてこれらを試行していく方法を採ることを予定している。なお，生物圏評価に利用すること

を目的とした表層環境における水理解析は，世界的にはスウェーデン（Gustafsson et al., 200829)），フィ

ンランド（Hjerpe et al., 201030)）等で実施されている。 

被ばく経路の設定に関しては，１．４．２において，評価対象となる地域における住民の生活習慣に

関する現地調査がシステムの理解として有効であることを述べた。このような情報に基づき，サイトの
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条件を反映した被ばく経路を設定するにあたっては，生活習慣に関する資料／調査に基づく被ばく経路

の候補の抽出（摂取，吸入物の種類，職業や余暇活動を考慮）と，抽出した被ばく経路の分析（経路の

重複はないか）を行う必要がある。なお，被ばく経路を設定するにあたっては，再処理施設の安全審査

指針（原子力安全委員会，198546)）に示されるような代表的な被ばく経路のうち，地層処分においても

考慮する必要がある農・畜産物摂取による内部被ばく等の経路を想定するとともに，地域の特徴を反映

した被ばく経路が存在し，かつ，その経路が支配的となる可能性が否定できない場合には，それを漏れ

なく抽出するための方法論を構築しておく必要がある（例えば，摂取および吸入による内部被ばくと外

部被ばくの被ばくモードに基づき，評価対象となる人々の習慣や行為といった生活様式を整理したリス

トに基づき，被ばく経路のチェックを行う等）。 

地層処分生物圏評価において取り扱うパラメータは，「環境条件に基づき設定されるパラメータ（例：

河川流量，灌漑水量）」，「人間の生活習慣に基づき設定されるパラメータ（例：食物摂取量，呼吸率や居

住地における滞在時間）」「元素固有パラメータ（例：土壌への分配係数，農作物への移行係数，畜産物・

海産物への濃縮係数）」に分類することが可能である。原子力機構における既往の生物圏評価では，環境

条件および生活習慣に基づき設定されるパラメータ（河川流量や灌漑水量，食物摂取量等）に関しては，

我が国の統計資料等から，我が国の一般的な状況を表す値を引用した。これらのパラメータについては，

余裕深度処分安全評価の考え方においても，「可能な限り評価対象地点及びその周辺の関連する情報や国

内の統計データに基づき設定すること」とされている。したがって，現地調査の必要性（評価結果への

感度等を考慮）と取得実現性を検討し，サイトで取得すべきデータリストを提示したうえで，適宜調査

計画に反映することが重要となる。現地調査の必要性を議論するにあたっては，既往の生物圏評価パラ

メータに対する感度解析等による重要度分析の結果（加藤・鈴木，200816)；Kato et al., 200918)）等を参

照しつつ，生物圏評価パラメータの重要度について議論しておく必要がある。一方，土壌への分配係数

や農作物への移行係数，畜産物・海産物への濃縮係数等，元素固有パラメータに関しては，地層処分研

究開発第 2次取りまとめ等の既往の検討を行った時点では，我が国のデータが十分に整備されていなかっ

たことから，諸外国の性能評価報告書等で用いられている値を中心に引用した。文献調査および概要調

査段階における迅速なパラメータ設定の実施という目的において，あらかじめ，わが国における既往研

究において取得されたデータを整理しておく一方で，既存の資源の有効活用の観点から，地層処分研究

開発第 2 次取りまとめ等において利用した諸外国の環境条件で取得されたデータを，我が国の生物圏評

価におけるパラメータとして利用可能であるかどうかを確認しておくことも有効である。具体的には，

国内外で取得された既往の研究成果から，我が国における地層処分生物圏評価パラメータを設定する際

に活用可能な情報を収集し，評価への適合性を判断できる根拠とともに整理，データベース化しておく

ことが課題として挙げられる。 

以上のことを踏まえて，現在の表層環境条件に基づくモデル構築／パラメータ設定に関わる課題とし

ては，以下のものが挙げられる。 

 

• 生物圏評価を目的とした表層水理・物質移行解析 

• 水理・物質移行解析結果，地理情報（土地利用条件等）を利用したコンパートメント設定 
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• サイトの条件を反映した被ばく経路の設定 

• サイトの条件を反映した生物圏評価パラメータの設定 

 

(2) 近い将来の表層環境条件を想定したモデル構築／パラメータ設定 

近い将来における生物圏評価について，現在を対象とした場合と同様にモデルにおける水理・核種移

行結果を評価に利用する場合は，隆起・沈降運動，気候変動予測に基づいて表層環境の予測モデルを作

成する必要がある。その場合，前節で述べた隆起・沈降および侵食・堆積による地形変化等のメカニズ

ムを考慮し，さらに連続的なモデル・境界条件の変化に対応した地下水流動が考慮された表層環境予測

モデルが必要になる。そして，このモデルに基づき，現在の表層環境条件に基づくモデル構築で培った

技術を利用して予測された将来における核種移行解析を行うことになる。 

実際に表層環境予測モデルを構築する場合，各メカニズムに着目したいくつかの個別のモデルを構築

し，最終的に全てのメカニズムを統合したモデル構築を図る事が現実的である。このような個々のメカ

ニズムに着目したモデル構築については，既に原子力機構内における地質環境の長期安定性に関する研

究の一環として，例えば河川および海域の侵食・堆積による地形変化モデル（草野ほか，201047)）が作

成されている。今後は，このような個々のモデルの特性や研究の進展を把握するとともに，他に必要な

モデルの構築方法や個々のモデルの統合方法について検討していく必要がある。 

また，サイトにおける表層環境の変遷を考慮した場合，環境の変遷に基づき，人間の生活様式（食習

慣や余暇活動等）が変化することが考えられる。例えば，鈴木ほか（2006）13)において気候の寒冷化（冷

帯気候およびツンドラ気候）を想定した生物圏評価モデルを構築した際には，気候条件に合致した社会

活動（農業および漁業習慣）が行われることを仮定した。例えば，ツンドラ気候においては，サイトに

おいて米が栽培されなくなることを想定し，地産地消ではなくなるとして，生物圏評価における被ばく

経路から削除した。将来の人間の生活様式を予測することは困難であり，人間が摂取する食物の種類の

変化等をもっともらしく予測することは不可能である。したがって，人間の代謝や生理学的事項，摂取

熱量等は将来にわたっても継続するという仮定を置き，現在の環境条件で想定される被ばく経路をベー

スとしつつ，環境の変遷に基づき設定可能な範囲での生活様式の変化を考慮して，被ばく経路を設定す

る必要がある。 

さらに，近い将来の表層環境条件を考慮したパラメータ設定に関しては，気温や地形の変化によって

影響を受けるパラメータを抽出するとともに，日本国内もしくは諸外国における環境条件を反映した

データをアナログとして用いることを想定し，表層環境の変遷に基づくパラメータ変動を考慮したデー

タベースを整備しておく必要がある。 

以上のことを踏まえて，近い将来の表層環境条件を想定したモデル構築／パラメータ設定に関わる課

題としては，以下のものが挙げられる。 

 

• 表層環境における変遷の予測モデル構築 

• サイト条件の変遷を反映した被ばく経路の設定（表層環境の変遷に基づき設定可能な範囲での人間

の生活様式の変化を考慮） 
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• 表層環境の変遷に基づくパラメータ変動を考慮したデータベースの整備（国内外のデータを参照） 

 

(3) 遠い将来の表層環境条件を想定したモデル構築／パラメータ設定 

遠い将来を対象とした生物圏評価では，近い将来の場合のようにモデルを用いた連続的な表層環境の

予測は行わず，蓋然性の高いと思われるいくつかの表層環境条件を仮定して，その条件において評価を

行う可能性が高い。そのため，評価に用いる表層環境については具体的に三次元的な条件設定が明らか

になっているわけではなく，大まかな地形・気象等の環境条件が設定されていることを前提に生物圏評

価モデルを構築しなければならないと思われる。 

その場合，生物圏評価モデルに必要な環境条件に基づき設定されるパラメータ（河川流量等）やコン

パートメント構成は，近い将来を対象にした生物圏評価における環境条件の変遷とその際に用いた生物

圏評価モデルの関係を把握し，その関係性から推定して，遠い将来における生物圏評価モデルの構築に

適用する。このような近い将来における生物圏評価における環境条件の変遷と生物圏評価モデル設定の

関係を把握し，遠い将来における評価に適用する方法については，今後実際の解析により試行していく

ことが必要な課題である。ただし，ここで得られる結果は不確実性が大きくなるため，結果の提示方法

についても検討していく必要がある。 

また，遠い将来の環境条件を想定した生物圏評価においては，その時点での人間の生活様式を想定す

ることは到底不可能であり，IAEA の TECDOC（IAEA, 19991)）や BIOMASS アプローチ（IAEA, 20032)）

において示されているように，様式化の考え方に基づいて仮想的な被ばくグループ（もしくは個人）を

想定し，現在および近い将来における生物圏の状態をアナログとして適用することにより，人間の生活

様式を設定することとなる。このとき，過小評価とならないことはもちろんのこと，過度に保守的な評

価結果とならないことも目指す必要があり，合理的で保守的な被ばく経路の設定に関する具体的な考え

方を整理しておくことが必要である。 

以上のことを踏まえて，遠い将来の表層環境条件を想定したモデル構築／パラメータ設定に関わる課

題としては，以下のものが挙げられる。 

 

• 環境条件の変遷と生物圏モデル設定の関係の把握 

• 様式化に基づく仮想的被ばくグループ（もしくは個人）の設定（合理的かつ保守的な被ばく経路の

設定を含む） 

 

２．４．４ 課題のまとめ 

２．４．１から２．４．３で述べた課題について表 2.4-1 に整理する。 
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表
2
.
4
-
1
 
生
物
圏
評
価
に
お
け
る
課
題
（
評
価
対
象
期
間
を
軸
と
し
た
分
類
）
 

 
現
在
（
処
分
後

1
0
0
年
程
度
ま
で
）
 

近
い
将
来
（
処
分
後

1
万
年

程
度
ま
で
）
 

遠
い
将
来
（
処
分
後

1
万
年
以
降
）
 

評
価
条
件
の
設

定
 

•
 

評
価
対
象
期
間
ご
と
の
生
物
圏
の
取
り
扱
い
 

•
 

生
物
圏
評
価
に
お
け
る
不
確
実
性
の
取
り
扱
い
 

シ
ス
テ
ム
の
理

解
 

•
 

生
物

圏
評

価
の

観
点

か
ら

の
地

下
水

と
地

表

水
・
海
水
，
お
よ
び
地
表
水
・
海
水
中
の
水
・

物
質
移
行
プ
ロ
セ
ス
の
検
討
 

•
 

ガ
ス
状
で
移
行
す
る
核
種
の
移
行
 

•
 

核
種

の
存

在
形

態
の

違
い

や
同

位
体

の
存

在

が
環

境
で

の
核

種
移

行
挙

動
に

与
え

る
影

響

の
把
握
 

•
 

決
定

グ
ル

ー
プ

／
被

ば
く

グ
ル

ー
プ

の
考

え

方
の
整
理
 

•
 

地
域
特
有
の
生
活
習
慣
（
特
別
な
食
習
慣
等
）

の
把
握
 

•
 

気
候

変
動

，
隆

起
・

沈
降

運
動

の
予

測
デ

ー

タ
の
収
集
・
整
理
 

•
 

与
え

ら
れ

た
条

件
に

お
け

る
侵

食
・

堆
積

量

の
予
測
 

•
 

土
壌

・
植

生
条

件
と

降
水

浸
透

能
の

関
係

の

把
握
 

•
 

気
候

変
動

に
よ

る
土

壌
の

性
質

／
植

生
の

変

化
の
把
握
（
温
度
，
地
下
水

位
等
と
の
関
係
；

耕
作
植
物
よ
び
自
生
植
物

）
 

•
 

地
形

・
地

下
水

位
，

河
川

・
湖

沼
の

流
動

特

性
の

変
化

に
よ

る
河

川
，

湖
沼

分
布

の
変

化

予
測
 

•
 

気
候

変
動

に
よ

る
土

壌
へ

の
分

配
係

数
／

植

物
へ

の
移

行
係

数
の

変
動

（
温

度
等

と
の

関

係
）
 

•
 

環
境

条
件

／
生

活
習

慣
の

変
化

に
伴

う
人

間

の
生

活
様

式
の

変
化

の
把

握
（

モ
ダ

ン
ア

ナ

ロ
グ
の
適
用
）
 

•
 

同
左
 

モ
デ
ル
構
築
 

／
パ
ラ
メ
ー
タ

設
定

•
 

生
物
圏
評
価
を
目
的
と
し
た
表
層
水
理
・
物
質

移
行
解
析
 

•
 

水
理
・
物
質
移
行
解
析
結
果
，
地
理
情
報
（
土

地
利
用
条
件
等
）
を
利
用
し
た
コ
ン
パ
ー
ト
メ

ン
ト
設
定
 

•
 

サ
イ

ト
の

条
件

を
反

映
し

た
被

ば
く

経
路

の

設
定
 

•
 

サ
イ

ト
の

条
件

を
反

映
し

た
生

物
圏

評
価

パ

ラ
メ
ー
タ
の
設
定
 

•
 

表
層

環
境

に
お

け
る

変
遷

の
予

測
モ

デ
ル

構

築
 

•
 

サ
イ

ト
条

件
の

変
遷

を
反

映
し

た
被

ば
く

経

路
の

設
定

（
地

表
環

境
の

変
遷

に
基

づ
き

設

定
可

能
な

範
囲

で
の

人
間

の
生

活
様

式
の

変

化
を
考
慮
）
 

•
 

表
層

環
境

の
変

遷
に

基
づ

く
パ

ラ
メ

ー
タ

変

動
を
考
慮
し
た
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
 

•
 

環
境
条
件
の
変
遷
と
生
物
圏
モ
デ
ル

設
定
の
関
係
の
把
握
 

•
 

様
式
化
に
基
づ
く
仮
想
的
被
ば
く
グ

ル
ー
プ
（
も
し
く
は
個
人
）
の
設
定

（
合
理
的
か
つ
保
守
的
な
被
ば
く
経

路
の
設
定
を
含
む
）
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３．当面 5 ヵ年における研究 

 

３．１ 課題と目標 

「独立行政法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）」（文部科学

省，経済産業省，201048)）では，地層処分研究開発の第 2 期中期計画期間の目標のひとつとして，高レ

ベル放射性廃棄物の処分技術に関する研究開発において，「工学技術や安全評価に関する研究開発を実施

し，これらの成果により地層処分の安全性に係る知識ベースの充実を図る」こととしている。なお，第 2

期中期計画期間は，平成 22 年（2010 年）4 月 1 日から平成 27 年（2015 年）3 月 31 日までの 5 年間と

して，平成 17 年度から平成 22 年度までの第 1 期中期計画期間に引き続き設定されている。また，この

目標を受けて，「独立行政法人日本原子力研究開発機構の中期目標を達成するための計画（中期計画）」（日

本原子力研究開発機構，2010b49)）では，地層処分研究開発の今期中期計画期間の計画のひとつとして，

「地層処分深地層の研究施設等を活用して，実際の地質環境条件を考慮した現実的な処分場概念の構築

手法や総合的な安全評価手法を整備する」ことを挙げている。なお，我が国における地層処分研究開発

を計画的かつ効率的に進めるために，経済産業省資源エネルギー庁は 2005 年に「地層処分基盤研究開発

調整会議」を設置し，中長期的かつ体系的な視点での研究開発計画の検討・調整を行ってきた。さらに，

2006 年には，「高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画」（資源エネルギー庁，

日本原子力研究開発機構，2006a19)）および「TRU 廃棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体基本計

画」（資源エネルギー庁，日本原子力研究開発機構，2006b41)）が策定され（2009 年に改訂（資源エネル

ギー庁，日本原子力研究開発機構，2009a20), b42)）），関係する研究開発機関は，これらの計画に基づき各

分野における研究開発を実施している。 

上記の中期目標および中期計画を受けて，生物圏評価の当面 5 ヵ年における研究目標を「表層環境を

考慮した生物圏モデル構築フローと我が国の特徴を考慮した移行パラメータの整備」とした。これは，「サ

イト条件が与えられた場合に現地情報を利用した生物圏評価を行うために現段階で必要とされる手法の

開発と知識ベースの構築」を図るものである。この目標に基づき，２．４で挙げた課題を整理しつつ，「与

えられる地表・地質環境の条件およびそれらの長期的変遷と整合的な生物圏評価の考え方の整理，評価

手法の確立」の観点から，２．４で述べた「現在の表層環境条件に基づくモデル構築／パラメータ設定」

および「近い将来の表層環境条件を想定したモデル構築／パラメータ設定」を主な対象とし，当面 5 ヵ

年における研究課題①～③として，以下のように設定した。 

① 表層環境における水理・物質移行の 3 次元解析結果や文献情報等に基づく生物圏評価モデル構築

の試行による，モデル構築フローの整備 

② 我が国の環境条件を反映した生物圏評価パラメータの設定に向けたデータベースの整備 

③ 長期的な変遷を考慮した生物圏評価の考え方の整理とモデル構築 

なお，「現在におけるモデル構築／パラメータ設定」については，「生物圏評価パラメータの設定に向

けたデータベース整備」について扱う研究課題②と生物圏モデル構築におけるそれ以外の一連の作業に

関わる研究課題①に分割した。 

次項以降に，各研究課題の実施内容として，具体的な計画および進め方を示す。 
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３．２ 実施内容 

３．２．１ 表層環境における水理・物質移行の 3 次元解析結果や文献情報等に基づく生物圏評価モデ

ル構築の試行による，モデル構築フローの整備 

(1) 目的 

本課題の目的は，サイトの現況に関するできる限り詳細な情報を用いて生物圏評価を行うために現段

階で必要とされる手法を開発し，その成果を生物圏モデル構築フローおよび手順書に反映させることで

ある。このような現況データを用いた評価は，将来に対する評価についての基礎となるものである。な

お，生物圏モデルでは，その構築手法が複雑で内容も多岐に渡るため，生物圏モデル構築フローに示さ

れた各手順について，より詳細にその内容を解説した文書である「手順書」を作成し，フローに基づい

て実際に作業を実施する際の指針とする。また，「生物圏評価パラメータ設定のためのデータベース整備」

に関する課題は，研究課題②で扱うため本研究課題から除外する。 

地層処分研究開発第 2 次取りまとめにおけるレファレンスケースでは，保守的な評価となる可能性が

高いとされたことから，天然バリアからの放射性核種の移行において，帯水層での分散による希釈，地

層への収着等を考慮せず，河川に全量が流入することを想定している。しかし，このような想定は，シ

ナリオによっては，必ずしも保守的に作用しない可能性や逆に過度に保守的に作用する可能性がある。 

そのため，実際に特定されたサイトにおいて天然バリアから生物圏への核種移行を考える場合，水理

現象（核種の希釈，収着等）を考慮し，その結果を生物圏モデルに適用して，より現実に近いと考えら

れる評価をすることが求められる。本研究課題では，これまで生物圏評価において扱うことの少なかっ

た表層環境における実際の水理現象や土地利用条件等に関する地域情報のコンパートメント設定への適

用に着目し，これらを考慮して生物圏モデルを構築する際の技術的な課題やその対応についてあらかじ

め検討し，生物圏モデル構築フローおよび手順書に役立てることを目的とする。 

 

(2) 実施内容 

本課題では，生物圏モデル構築の方法論検討のために選定した地域について，昨年度までに作成した

モデル構築フロー（図 2.2-3）に従って実際の評価に必要な作業を行うとともに，その作業に必要な課題

について対応する方法を採る。本課題の作業は，モデル構築フローのうち，生物圏コンパートメントの

設定作業に関わるが，この作業については，地層処分研究開発第 2 次取りまとめの段階から地域情報を

もとにした水理解析作業が追加されている。 

本研究で検討する生物圏評価に必要な作業については，大きく 

1）表層環境における水理・物質移行解析 

2）生物圏コンパートメントモデル作成 

に分けられる。 

表層環境における水理・物質移行解析は，対象領域が通常の地下水汚染等に比べて非常に広範囲にな

り，解析期間が長期になる。また，その成果を生物圏モデルの設定において利用できるようにするため

には，河川，河川堆積層，湖沼，湖沼堆積層，海域，海域堆積層等の生物圏コンパートメントとなる要
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素が表層環境モデルに組み込まれ，さらに計算結果からこれら各コンパートメントへの地下水・核種の

流出入量を取り出せることが必要になる。また，河川・湖沼・海域等は三次元的に分布しているため，

表層環境モデルは三次元で作られる必要がある。これらのことから，生物圏評価における水理・物質移

行解析では，通常の地下水汚染解析にはない技術的な課題が発生する。また，地層処分研究開発第 2 次

取りまとめでは，サイトを特定せず，ジェネリックな表層環境を想定して生物圏コンパートメントを作

成したが，水理・物質移行解析結果や人口や土地利用等の地域情報を利用したコンパートメント設定方

法については，まだ具体的な検討がされていない。 

 

(3) 細目課題 

本研究の作業には，新規性のある内容が含まれており，それぞれに検討すべき細目課題が生じること

になる。これら作業ごとに生じる細目課題について，表 3.2-1 にまとめた。これらは，優先的に実施する

ランク（優先度）を決め，今後 5 カ年の各年度において，研究の進展状況や残された課題，新たに発生

した課題等について見直すようにする。 

各課題の優先度の基準としては，表層水理解析の結果を利用した生物圏モデル構築までを行うために

最低限必要となる一連の作業に関する課題を最も高い優先度である A とし，さらに解析を高度化するた

めに必要な課題を優先度 B,将来的に必要になる可能性がある課題を優先度 C とする。 

以下でそれぞれの細目課題について紹介する。 

 

表 3.2-1 表層環境における水理・物質移行の 3次元解析結果や文献情報等に基づく生物圏評価モデル構

築およびパラメータ設定の試行による，モデル構築フローの整備における細目課題 

作業 細目課題 優先度

1）表層環境におけ

る水理・物質移行

解析 

1-1）数値分散の発生しない物質移行解析手法の開発（ラ

ンダムウォーク法プログラム作成） 

A 

1-2）分散長設定方法の検討 A 

1-3）河川・湖沼・海域堆積層の物性値設定 B 

1-4）広域地下水流動モデルと表層環境地下水流動モデ

ルの連結 

B 

1-5）海底地下水湧出に関する検討 C 

2）生物圏コンパー

トメントモデル作

成 

2-1）表層水理解析結果の生物圏コンパートメントモデ

ル設定への適用 

A 

2-2）生物圏コンパートメントの平面領域設定 B 

 

1）表層環境における水理・物質移行解析 

1-1）数値分散の発生しない物質移行解析手法の開発 

現在，通常の物質移行解析では差分法または有限要素法が用いられることが多いが，これらは，移流
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分散問題を解く際に数値分散が発生する。数値分散は，解析において人為的に発生する分散であり，こ

れがあると分散係数が設定した値より見かけ上大きくなる。数値分散の大きさはペクレ数 Peの大きさに

よるため，その抑制にはペクレ数を一定値以下にすることが推奨されており，例えば，地下水モデルに

関する書籍（Anderson and Woessner, 199450)）では 1 以下にすることが薦められている。 

分散係数 Dの設定に分散長 αLを用いる場合，ペクレ数とセルまたはメッシュの格子幅Δxの関係は 

LxPe   

となり，ペクレ数 1 以下の条件を満たすには，格子幅を分散長以下にする必要がある。そのため，分散

長の値が小さく解析領域が大きい場合，セルまたはメッシュ数が増加し，計算が不可能になったり計算

時間が極度に増加したりすることがある。特に空間スケールの大きい三次元モデルを使用し，長期間に

渡る物質移行解析を実施する場合は，この問題は計算実施に対して大きな障害となる。生物圏評価に用

いるような物質移行解析の場合，平面範囲が数 10km×数 10km 程度になる可能性があり，その場合に

例えば格子幅を 10ｍとするとセルまたはメッシュ数は千万~億単位となってしまい，計算に支障をきた

す可能性が高い。 

縦分散長は一般に移行距離に比例するとされているので，解析領域が大きい場合，領域の大きさにあ

わせて移行距離および分散長が大きくなるのであれば，この問題を回避できる可能性もある。ただし， 分

散長は，移行距離が大きくなってもある程度以上の値にはならない可能性が高いこと，および分散長の

不確実性が大きく，値に幅をもたせて検討するために解析できる分散長の下限を小さくしておく必要が

あることから，この可能性のみに期待することは避けることが望ましい。 

そのため，通常の差分法または有限要素法とは異なる数値分散を抑制できる解析方法についても検討

しておく必要がある。このような数値分散の抑制は，例えばスウェーデンにおける生物圏評価

（Gustafsson et al., 200829)）でも，課題の一つとして挙げられている。そのような解析方法のひとつと

して，ランダムウォーク法が挙げられる。 

ランダムウォーク法は，地下水流速ベクトルから求められる移流ベクトルに分散を考慮したばらつき

を加えることにより，分散の効果を粒子による移流解析で代用させる方法であり，数値分散が発生しな

いという利点がある。ただし，解析精度を確保して空間的に滑らかな粒子数密度の分布が得るには多数

の粒子を発生させる必要があるため，求める滑らかさによっては計算時間が多くかかる。また，分散係

数が大きな場合，計算のタイムステップの関係から，他の計算方法より時間がかかってしまう等の欠点

がある。このため，条件によって適宜解析方法を選択する必要があるが，数値分散の発生しないランダ

ムウォーク法を解析方法の選択肢の一つとして持っておくことは，異なる解析方法の精度の確認をする

うえでも有用である。 

ランダムウォーク法は，いくつかの市販ソフトに組み込まれているが，現在本研究における地下水流

動解析で使用しているソフト MODFLOW については，対応するランダムウォーク法プログラムは市販

されていない。そのため，本課題では， MODFLOW の解析結果に対応できるようなランダムウォーク

法プログラムを作成し，生物圏評価に利用することを試みるとともに，現在のランダムウォーク法の技

術動向を調査し，より発展させた機能を随時追加していくようにする。 
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1-2）分散長設定方法の検討 

通常の地下水汚染等における物質移行解析では，分散長は物質の移行距離に比例した値（1/10～1 倍程

度）で与えられ，移行距離は，解析対象時間内に最終的に物質が移行した距離とみなされることが多い。

地下水における物質移行では，物質の希釈の程度は分散長の影響を大きく受け，例えば，瞬間注入した

物質が地下水により移行する際に形成されるプリュームの最大濃度は，他の条件を変えない場合，分散

長に反比例することになる。 

地下水汚染等では，移行距離は数 100ｍ程度である場合が多いが，生物圏評価に用いるような物質移行

解析の場合は数 10km 程度になる可能性がある。実際のサイトにおいて，トレーサ試験等による分散長

の測定が可能な場合であっても，試験時の移行距離は実際に想定される生物圏評価領域での移行距離に

比べて限られた範囲になることが予想される。そのため，実測値を解析に適用する場合は，分散長と移

行距離との関係性を理解したうえで，その値を理論的に拡張して用いることになる。この関係性につい

て，分散長は，単純に移行距離に比例するのではなく，一定の距離を流下するまでは増加するが，それ

を過ぎれば一定の分散長値に収束する傾向が指摘されている（中川，200951)）。生物圏評価を目的とした

物質移行の解析者は，分散長の設定にあたって，このような関係性を的確に把握するため，分散現象に

関する理論的な背景を理解しておく必要がある。 

本課題では，分散長に関する既存文献を整理して，そのメカニズムや実測方法，実測値の精度，解析

において分散長を設定する場合の根拠等についての考え方をまとめ，解析者が適切に分散長を設定でき

るとともに，適切な実測方法の提案ができるようになるための参考資料を作成することを目的とする。 

 

1-3）河川・湖沼・海域堆積層の物性値設定 

生物圏評価では，河川・湖沼・海域等の水域の底部における堆積層は，表層環境を移行してきた核種

の生物圏への流入口となるため，その特性が重要になる。特に透水係数・収着係数等の物性値は，河川・

湖沼・海域等への地下水や核種の流出入量に影響を与える。しかし，堆積層に着目してこのような物性

値をまとめた資料がないため，文献調査によりこれらのデータについて整理する。 

 

1-4）広域地下水流動モデルと表層環境地下水流動モデルの連結 

表層環境における地下水流動は，天然バリアから表層環境へ流出入する地下水の影響を受けることに

なる。そのため，天然バリアにおける地下水流動を支配するより広範囲な広域地下水流動モデルの解析

結果が表層環境における地下水流動解析モデルに影響を与え，相互の解析結果に矛盾が生じないように

する必要がある。この 2 つのモデルを連結する方法として，表層環境地下水流動モデルにおける境界条

件を広域地下水流動モデルの解析結果から与えるネスティングと呼ばれる方法が採られることが多い。 

本課題では，ネスティングのプログラムを作成するとともに，広域地下水流動モデルと表層環境地下

水流動モデルの連結を実際に行い，適切なモデル連結方法を検討する。 

 

1-5）海底地下水湧出に関する検討 

海底地下水湧出は，最近の地下水学における大きな課題の一つであり，いくつかの学術雑誌で特集テー
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マとなっている（海洋出版株式会社，200152)，日本地球化学会，200553)）。生物圏評価対象領域が沿岸で

ある場合，海底は天然バリアから移行してきた核種の流出先と成り得るため，生物圏評価の観点からも

海底地下水湧出は重要な課題である。特に海底地下水湧出量は，最終的な核種の移行先について河川・

湖沼等と海域との分配を左右する重要な値となる。 

海底地下水湧出量は地下水流動モデルにより計算することができるが，その際の計算値が現実的に妥

当であるかを評価することは，モデル設定の妥当性を評価するうえでも重要である。ただし，サイトに

おいて海底地下水湧出量を高い精度で実測することが困難である可能性があるため，既存文献により海

底地下水湧出量の一般的な値，および場所による値の違いとその原因を把握しておくことは有用である。

また，モデルにおいて計算される海底地下水湧出量は，設定された塩淡水境界面形状に影響を受けると

思われる。しかし，塩淡水境界面形状をサイトにおいて正確に実測し，モデルに一意的にデータとして

与えることは，現状では困難であると思われる。そのため，塩淡水境界面について一般的な性質を既存

文献から把握するとともに，実際の地域情報から作成したモデルにおいて，これらをパラメータとして

変化させ，海底地下水湧出量の変化との関係を検討しておくことが望まれる。 

そこで，本課題では 

• 海底地下水湧出量，塩淡水境界面，沿岸域における密度流に関する文献調査 

• 適宜選定した地域における塩淡水境界面形状と海底地下水湧出量との関係の検討 

を行うことにする。 

 

2）生物圏コンパートメントモデル作成 

2-1）表層水理解析結果の生物圏コンパートメントモデル設定への適用 

表層水理解析結果を生物圏コンパートメントモデル設定へ適用する場合，モデル設定値として利用でき

るよう解析結果を適切に整理する必要がある。解析により，表層水理モデルのセルひとつひとつについ

て地下水，核種の流出入量が与えられ，その結果や地域情報等を参考にして，生物圏コンパートメント

領域を設定する。ひとつの生物圏コンパートメントに該当するセルは多数になるため，生物圏コンパー

トメント範囲に応じてセルを抽出し，抽出したセルへの地下水流出入量等の解析結果を生物圏コンパー

トメントにおける値に変換するプログラムが必要になる，本課題ではそのようなプログラムの作成を含

めて，表層水理解析結果の生物圏コンパートメントモデル設定への適用方法を検討する。 

 

2-2）生物圏コンパートメントモデルの平面領域設定 

生物圏コンパートメントモデルを設定する場合，平面のある範囲について河川・湖沼等をコンパート

メントとして表現することになる。地層処分研究開発第 2 次取りまとめでは，評価対象地域を一つのコ

ンパートメント群（河川等の 1 種類のコンパートメントが一つずつ含まれるコンパートメントのグルー

プ）で代表させていたが，サイトが特定されている場合は，地域を平面的に分割し，各分割領域につい

てコンパートメント群を作成する方が適切に線量を計算できる可能性がある。そのため，本課題では，

生物圏コンパートメントモデルにおける適切な平面領域設定方法を検討する。 
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この課題は，コンパートメントモデルの過度な複雑化を避け，かつ過度に保守的にならないモデル設

定を行うために重要である。検討方法としては，表層水理解析結果とともに土地利用条件等の地域情報

を用いて，複数パターンの生物圏コンパートメントモデルを作成して生物圏評価を行い，線量の違いを

調べることを予定している。土地利用条件等の地域情報については，コンパートメントモデルの作成に

必要な情報を選択し，その情報の入手方法について調査する。地域情報については， 数値データになっ

ていないものも多く存在するため，例えば紙媒体の図面から GIS データへの変換方法等についても検討

する。 

 

３．２．２ 我が国の環境条件を反映した生物圏評価パラメータの設定に向けたデータベースの整備 

(1)サイトの環境条件を反映した生物圏評価パラメータ設定のための具体的な方法論の構築 

地層処分生物圏評価において取り扱うパラメータは非常に数が多く，これらすべてをサイトにおいて

取得することは，非常に大きな労力となる。そこで，２．４．３に示したようなパラメータの分類（環

境条件に基づき設定されるパラメータ，人間の生活習慣に基づき設定されるパラメータ，元素固有パラ

メータ）と既往の生物圏評価パラメータに対する感度解析等による重要度分析の結果（加藤・鈴木，

200816)；Kato et al., 200918)）に基づき，現地調査の必要性（評価結果への感度等を考慮）と取得実現性

を検討するとともに，事業段階に応じてサイトで取得することが必要となるデータリストとして提示す

る。 

 

(2) 我が国における生物圏評価の元素固有パラメータ設定に向けたデータベースの整備 

元素固有パラメータに関しては，評価に用いるパラメータの数が膨大であることから，サイトが特定

されていない現段階の研究開発において，我が国における多様な環境条件を反映したデータベースを作

成しておくことにより，文献調査段階および概要調査段階での迅速な生物圏評価パラメータ設定に資す

ることが可能である。その際，引用データの信頼性を担保するためにも，データの背景情報（採取され

た場所や気候状態等の取得条件，農作物や畜産物であればその種類，データ測定方法等）を把握してお

く必要がある。また，国内で取得されたデータが利用できない場合には，国外で取得されたデータを引

用することや，化学的類似性等を考慮して，他元素等の適切なデータで代用することも考えられる。生

物圏評価パラメータ設定のための国際的なデータソースとしては，情報に関しては，IAEA の Technical 

Reports Series（例えば，No.472; IAEA, 201054)）や TECDOC（例えば，TECDOC-1616; IAEA, 200955)）

がある。国内のデータに関しては，次に述べる経済産業省資源エネルギー庁委託事業の研究成果が参照

可能である。 

経済産業省資源エネルギー庁の委託事業として進められている「放射性廃棄物共通技術調査等委託費 

放射性核種生物圏移行評価高度化調査」では，我が国の環境条件のもとで，沿岸域での核種挙動評価や

TRU 廃棄物処分に係わる重要核種（C-14, I-129）挙動評価，生物圏移行パラメータ推定手法の開発およ

びデータベースの高度化・拡充が実施されている。そこで，この事業において取得された生物圏移行デー

タ（土壌への分配係数や農作物への移行係数，海産物への濃縮係数）を中心として，我が国で取得され

た生物圏移行データを，地層処分生物圏評価のパラメータ設定に活用すべく，第 1 期中期計画期間から
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引き続き，データベースの整備を進めることとする。なお，本検討は，（独）放射線医学総合研究所（資

源エネルギー庁委託事業受託者）との共同作業により行う。具体的な進め方としては，既存のデータベー

ス（地層処分研究開発第 2 次取りまとめ等で生物圏評価パラメータを設定した際に用いた参照情報等）

の利用可能性の検討と，資源エネルギー庁委託事業において取得された我が国における生物圏移行デー

タに基づくデータベース構築として，第 1 期で作成したテンプレート（加藤ほか，200921)；表 3.2-2）に

基づき，情報を整理する。本テンプレートでは，生物圏評価パラメータ設定のために必要な参照情報項

目を「分類」として抽出した。「分類」欄には，引用文献に関する情報，測定試料（土壌，堆積物，海水，

農作物，畜産物，海産物等）の性状を表す情報，測定試料の採取条件および実験条件，数値情報を記載

した。次に，「分類」を特徴づける「項目」欄を作成し，「分類」を詳細化・具体化した。本テンプレー

トに基づき，土壌への分配係数および農作物への移行係数といった陸域における元素固有パラメータに

ついて，データベースの整備に着手しており，これを継続する。また，環境条件に基づき設定されるパ

ラメータ（河川流量や灌漑水量等）に関しては，処分場サイトにおいてデータを取得することが望まし

いことから，既往の生物圏評価において用いたパラメータの詳細な設定根拠等を本データベースに格納

し，処分場サイトで取得したデータに基づくパラメータ設定に反映させることとする。 
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表 3.2-2 生物圏評価パラメータ設定のためのデータベース項目のテンプレートの例 

 

 

(3) 地層処分生物圏評価情報管理システムの構築 

原子力機構における既往の生物圏評価において取り扱った一連の情報（解析条件，概念モデルおよび

数学モデル，データセット，解析結果等）は，評価条件に応じてさまざまな解析ケースを設定している

ことや，各解析ケースにおいても，経路ごとの数学モデルや，元素や核種ごとのパラメータを設定して

いることから膨大な量となるため，これらの情報をアーカイブとして格納し，効率的・効果的に管理す

るためには，Microsoft Access 等のアプリケーションソフトを用いたデータベースシステムを導入する必

分類 項目 単位 内容
パラメータ名 パラメータごと 例）分配係数
コンパートメント／農作物／畜産物／海産物 - 例）表面土壌
元素 - 例）Se
文献ID - 文献ごとにID番号を付与
著者（発行年） - 西暦年
頁／図表番号 - 該当文献のどのデータを参照したかを明示
土地利用 - 例）水田，畑，牧草地等
分類 - 例）黒ボク土，褐色土，グライ土等
含水率 % 数値情報

pH H20 数値情報

塩基置換容量 meq/100g-dry 数値情報
陽イオン交換容量 meq/100g-dry 数値情報
置換性Ca meq/100g-dry 数値情報
置換性K meq/100g-dry 数値情報
活性Al g/kg 数値情報
活性Ｆｅ g/kg 数値情報

EC S/cm 数値情報

全炭素割合 %-dry 数値情報
有機体炭素割合 %-dry 数値情報
粘土含量 %-dry 数値情報
全窒素割合 %-dry 数値情報
Alo g/kg 数値情報
Feo g/kg 数値情報
元素濃度 mg/kg 数値情報；当該元素の実測データ
その他 適宜 数値情報；その他の重要な実測データ
種別 - 淡水or海水
元素濃度 ppm 数値情報；当該元素の実測データ

pH H20 数値情報

Eh mV 数値情報
その他 適宜 数値情報；その他の重要な実測データ

種類 -
農作物）玄米，小麦，ニンジン等
畜産物）牛，豚，鶏等
海産物）ヒラメ，ワカメ等

部位 -
農作物）葉，茎等
畜産物）肉，レバー，乳，卵
海産物）筋肉等

飼料の種類（畜産物のみ） - 例）牧草，糠，デントコーン等
元素濃度 mg/kg 数値情報；当該元素の実測データ
採取地 - 都道府県名，市町村名等
採取年 年 西暦年
季節 - 春夏秋冬
実験方法 - 例）フィールド観測，トレーサ実験等
測定対象 - 核種名or元素名
実験温度 ℃ 数値情報
実験期間 日 数値情報
サンプル処理方法 - 例）風乾○日間，○○℃オーブンで○時間
推奨値 パラメータごと 数値情報
標準偏差 パラメータごと 数値情報
統計種別 - 例）算術平均，幾何平均，中央値
最小値 パラメータごと 数値情報
最大値 パラメータごと 数値情報
サンプル数 - 統計処理に用いたサンプル数

参照情報 二次引用文献 - 著者，発行年，文献タイトル等
その他 備考 - 上記以外で特記すべき事項

数値情報

測定試料の採取条件

パラメータ

文献

固相（土壌，堆積物）の特性

液相の特性

実験条件

農作物／畜産物／海産物の
特性
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線量換算係数算出等に広く利用されている計算コード（例えば，QAD や MCNP）による外部被ばく線量

換算係数の整備を行う。 

 

３．２．３ 長期的な変遷を考慮した生物圏評価の考え方の整理とモデル構築 

余裕深度処分の安全評価に関する考え方（原子力安全委員会，2010a6)）では，生物圏の様式化に関す

る考え方が述べられており，特に，地質環境に係る長期変動事象の状態設定（表層環境に係わる部分と

しては，表流水流動の状態設定）に関する取り扱いについては以下のことが示されている。 

 

表流水流動 

1) 基本設定 

将来の表流水流動は，海水準変動，気温・降水量，及び地形変化等に関する基本設定に基づいて設

定する。 

2) 変動設定 

将来の表流水流動は，海水準変動，気温・降水量，及び地形変化等に関する変動設定のほかに，希

釈水流量に直接的に影響する流出域の状況設定に係る不確かさを考慮する。 

 

表層環境における核種移行に関しては，時間変遷に伴う変動の影響を大きく受けるものであることか

ら，長期安定性研究の成果等を踏まえつつ，状態の変化を記述する方法を準備するとともに，評価の目

的に応じて変遷をどう取り扱うかについて検討しておくことが重要である。特に，変遷の連続性の取り

扱いに関しては，BIOMASS アプローチの一部として示される「評価条件に基づき生物圏の状態を設定

するためのステップ」（図 3.2-3；図 2.1-1 の再掲）において，生物圏の状態変化を連続的に表現するか，

もしくは離散的に表現するかを判断する部分があり，いずれの場合にも生物圏の状態を記述する場合に

は，適切な生物圏の状態とその変遷（変遷に関しては連続的な取り扱いの場合のみ）を選択することが

求められている。 
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図 3.2-3 評価条件に基づき生物圏の状態を設定するためのステップ（図 2.1-1 の再掲） 

 

また，将来の人間の生活様式に関しては，余裕深度処分の安全評価に関する考え方（原子力安全委員

会，2010a6)）に「現世代に対する安全評価において設定されている現世代のそれを前提にすることがもっ

とも適切」との記述があり，「現世代の人間の生活様式を前提に被ばく経路を想定し，それぞれの被ばく

経路ごとに人間への影響の程度を同じく現世代の人間の生活様式を前提に評価すること」を「様式化」

と定義している。余裕深度処分の安全評価においては，環境条件の変化による人間の生活様式（生活習

慣や食生活）の変化は考慮せず，現在の評価対象地点や日本国内において想定される一般的な生活様式

の範囲内で様式化することが求められている。日本国内における一般的な生活様式を想定するにあたっ

ては，生活習慣や食生活の多様化による幅があることが想定される。将来の人間の生活様式の変動幅が，

日本国内における一般的な生活様式に包含されているのであれば，結果として，将来の人間の生活様式

の変動を考慮していることとなる。また，人間の生活様式の変遷に関しては，表層環境の状態と整合の

取れた設定を前提としたうえで，モダンアナログの考え方 3-1)を適用し，現世代の人間の生活様式に関す

る情報を参照することにより，適度に保守的な設定を行うことも可能であると考える。地層処分生物圏

                                                  
3-1) モダンアナログの考え方とは，将来起こり得る天然現象やそれに起因する地質環境条件の変化を，現在の現象や周辺

の地質環境条件から把握する考え方である（川村ほか，201061)）。 
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評価においては，現状の土地利用状況や統計情報に基づき，生活様式や食生活を記述し，被ばく経路を

設定できる手法を準備しておく一方で，表層環境の状態と整合が取れる範囲において生活様式の変化（例

えば，気候の寒冷化により自給自足が不可能な作物に関しては，その摂取の経路を削除する等）を考慮

することも選択肢としておくことができるよう，生物圏の様式化について整理しておく必要があると考

える。 

そこで，将来の変遷を考慮した生物圏評価モデル構築にあたっては，まず，長期変動現象に伴い地形，

気温，水収支等がどのように変化するかについて，地質環境の長期安定性研究の成果等を用いて記述す

るとともに，その変化が生物圏での核種移行にどのような影響を与えるかについて，モデルを用いた例

示的な解析を実施して，影響の程度を把握することとする。これを踏まえて，適切な生物圏の状態とそ

の変遷を設定する上で考慮すべき現象と留意すべき点を抽出するとともに，長期変動事象を連続的に取

り扱うことで，人間が受ける線量に与える影響の上下限を把握するために，どのような現象を押さえて

おく必要があるかについて検討する。このことにより，離散的な取り扱いを選択した場合においても，

連続的な現象の変動に基づく影響の上下限の把握により，考慮すべき変遷の状態のスナップショットを

適切に選択することが可能となる。 

なお，長期変動事象の想定に関しては，気候変動や地形変化に係る研究成果等を利用し，連続的な事

象の変化に伴う表層環境の変遷の記述方法について検討する。 

以上のことから，本研究での到達目標を以下のように設定する。 

 

• 連続的な環境の変化（地形や気温，水収支の変化）を考慮した表層環境の変遷を記述する際の留

意点の整理（GBI や移行経路に影響を与える因子の抽出およびその影響評価を含む） 

• 表層環境の連続的な変遷の検討結果に基づく，生物圏の状態設定手法の提示（線量への影響の上

下限を押さえるために，生物圏における地形や気温，水収支等のうち，どのような現象の変化が

重要で，評価において考慮すべきであるか） 

• 時間的変遷を考慮した生物圏評価における様式化の考え方の提示（表層環境や人間の生活様式の

変遷をどのようにモデルの設定に反映するか） 

 

さらにこれらの検討を受けて，将来の地質環境の変遷に伴う，表層環境の状態変化の記述方法や将来

の人間の生活様式や活動（行為）に関する様式化の考え方を具体的に提示する。例えば，将来にわたっ

て人間の食習慣が変化するかどうかに関しては，代表的な植物の栽培北限（南限）等を参照することに

より，気候等の変動に伴って，現在の人間が常食している農作物が，対象とする場所において採取可能

であるかどうか（自給自足の仮定が可能か，それとも市場希釈を考慮する必要があるか）を判断するた

めの材料を得ることができると考える。また，現在の気候状態における対象地域の表層環境条件（地形

や植生，土地利用状況等）を記述するとともに，モダンアナログの考え方を用いて，現存する国内外の

参照地域における表層環境の状態を記述することによって，将来的な変遷を考慮した表層環境の状態を

設定することができ，これに基づき，人間の活動の様式を記述することが可能となると考える。  

上記の考え方を踏まえたうえで，時間的変遷を考慮した定量的な生物圏評価の実施に向けて，モダン
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アナログの考え方に基づく，将来の生物圏状態を想定した場合のモデル構築手法を検討する。 

 

３．３ 年度展開 

平成 22 年度から平成 26 年度までの各研究課題の年度展開を表 3.3-1 に示す。 

 

表 3.3-1 生物圏評価研究における各課題の年度展開 

年度 

研究課題 

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

① 表層環境に

お け る 水

理・物質移行

の 3 次元解

析結果や文

献情報等に

基づく生物

圏評価モデ

ル構築の試

行による，モ

デル構築フ

ローの整備 

実際の環境条件を

反映したモデル構

築の試行による，

モデル構築のため

の手順書の作成

（モデル構築フ

ローの解説書とし

ての位置付け） 

モデル構築の試行

と手順書作成の継

続 

 

時間的変遷を考慮

したモデル構築を

視野に入れたフ

ローの改訂と試行

（必要に応じて）

③に統合 ③に統合 

② 我が国の環

境条件を反

映した生物

圏評価パラ

メータの設

定に向けた

データベー

スの整備 

データベース記載

項目の確定と入力

情報の収集 

データベース入力

情報収集の継続 

データベースの情

報を用いたパラ

メータ設定の留意

点等整理 

データベースの情

報に基づくジェネ

リックなパラメー

タセットの見直し

③に統合 ③に統合 

③ 長期的な変

遷を考慮し

た生物圏評

価の考え方

の整理とモ

デル構築 

生物圏評価の課題

抽出（特に，時間

的変遷を考慮した

生物圏評価の考え

方の整理） 

時間的変遷を考慮

した生物圏評価シ

ナリオの記述 

時間的変遷を考慮

した生物圏評価概

念モデルの構築

（①のモデル構築

フローを用いた試

行として） 

時間的変遷を考慮

した生物圏評価の

試行（H24 の検討

に基づく，数学モ

デル・パラメータ

の設定を含む） 

継続 
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４．おわりに 

 

放射性廃棄物地層処分の生物圏評価研究を対象として，国内外におけるこれまでの研究から得られた

知見（国際プロジェクト等において検討された方法論を含む）に基づき，今後の生物圏評価研究の進め

方を示した。また，当面 5 ヵ年を目途に原子力機構において実施すべき下記の３つの研究課題を特定し

た。 

 

① 表層環境における水理・物質移行の 3 次元解析結果や文献情報等に基づく生物圏評価モデル構築

の試行による，モデル構築フローの整備 

② 我が国の環境条件を反映した生物圏評価パラメータの設定に向けたデータベースの整備 

③ 長期的な変遷を考慮した生物圏評価の考え方の整理とモデル構築 

 

なお，本報告書に示した課題の中には，表層環境での水理・物質移行の現象理解に関わるものや，我

が国の生物圏評価に適用可能なデータベースの整備，長期の地質環境の変遷を考慮した生物圏評価モデ

ルの構築等，地下水流動解析や環境放射能，長期安定性研究の成果を適切に反映する必要があるものを

含んでいる。これらについては，原子力機構内外における各分野の専門家等との連携により，検討を進

める予定である。 
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　　国国際際単単位位系系（（SSII））

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン C s A
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
光 束 ルーメン lm cd sr(c) cd
照 度 ルクス lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（第8版，2006年改訂）
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